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今月のトピックス

学校給食費の未納は、保護者の意識の変化なのか？
文部科学省、初の給食費未納問題実態調査結果公表

自治体に未納対策を求める

文部科学省は2007年１月24日、学校給食費の徴収状

況について、全国調査の結果を発表しました。調査は、

2006年11月から12月にかけて、完全給食を実施している

全国の国公私立小中学校に対し、平成17年度の学校給

食費の徴収状況を調べたものです。

背景には、ここ数年、マスコミなどで、学校給食の未納

が増えていること、「支払えるのに払わない」保護者がい

ることや、それによって給食費の総額が減り、献立に支障

が出ていることなどが報道されていることがあります。

調査は、文部科学省が都道府県の教育委員会に依頼

し、学校単位で調査票を記入し、それを市町村の教育委

員会が整理すして報告、さらに都道府県教育委員会が

集計して文部科学省に提出する方式で行われました。

調査の内容は、学校給食を提供した児童生徒数、年

間の保護者から徴収する学校給食費総額、徴収方法、

未納の実態（不注意を除く）、未納の場合の対応方法に

ついて問うものです。また、未納がある学校には、平成17

年度１年間の未納児童生徒の人数、総額、未納の原因

（どのように学校が把握しているか）、未納が増えている

かどうか、増加している場合の原因、増加に対する対策、

また、未納対策の具体的な方法や、対応者が誰か、対応

者の負担、未納金の欠損に対する対応なども調査してい

ます。

文部科学省の報道発表資料をもとに、調査結果を紹

介します。

■未納は小学校で４割、中学校で５割の学校に

未納の児童生徒がいた学校の割合は、小学校で40.4

％、中学校で51.2％で、未納の児童生徒数は、小学校

児童で0.8％、中学校生徒で1.3％となっています。金額

にして、小学校で0.4％、中学校で0.8％が未納額になり

ます。ただし、未納の児童生徒がいない学校数が半数以

上を占めているため、特定の地域、学校での未納額の割

合はより大きくなります。

■３割で欠損分がそのまま食材購入に影響

未納によって学校給食費に欠損が出た場合の対応に

ついては、徴収した学校給食費で学校給食を実施する

のが小学校で31.3％、中学校で24.4％、学校が他の予

算等から一時補填しているのが小学校で26.1％、中学校

で29.3％、市町村の教育委員会等の予算から一時補填

するのが15.2％となっており、３割以上が、欠損分が学校

給食の食材購入予算に直接影響していることをうかがわ

せます。
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■徴収方法は、引き落としが主流

徴収方法として、保護者の金融機関口座からの引き落

とし最も多く、小中学校全体で70.9％となっています。以

下、学級担任への手渡し（12.9％）、指定金融機関への

振込（6.1％）、ＰＴＡと連携した徴収（3.6％）、児童生徒が

事務職員へ手渡し（1.3％）で、その他が5.2％ありました。

その他の例としては、徴収事務選任の臨時職員や、集金

箱の設置による徴収、教育委員会や委託された金融機

関が学校で徴収するなどです。

■未納は保護者の意識の問題と認識

学校側は、未納の主な原因を、「保護者としての責任

感や規範意識」の低下にあるととらえ、その次に「保護者

の経済的な問題」であるとして、保護者の意識の問題で

あるとの見方を持っています。

未納額について、「増えた」ととらえているのは49％、

「減った」ととらえているのは10.8％で、全体的に増えてい

る状況です。この原因についても、経済的な理由よりも保

護者の意識の問題と学校ではとらえています。

■未納対応は学校が表に立っている

未納が現在はなくなった学校での対応や未納が減少

した学校での対応としては、督促の継続・強化、保護者と

の個人面談・家庭訪問がもっとも多く、そのほか、学校全

体での取り組み、就学援助申請の推奨や、就学援助費

の学校長への直接交付、現金出納等への徴収方法の変

更、教育委員会・ＰＴＡとの連携などの対応をとっていま

す。

具体的な対応方法としては、「電話や文書による保護

者への説明、督促」をほとんどのところで行っており、半

数以上が「家庭訪問による保護者への説明、督促」を行

っています。このほか、ＰＴＡ会合などでの呼びかけなど

が主流ですが、「支払いを求める法的措置の実施」も、

2.0％で行っています。このほか、「長期滞納者への分割

支払いの承認」や「連帯保証人付き誓約書の提出」「保

護者の勤務先との協力」といった厳しい対応を行う学校も

あります。

この未納問題の対応者としては、校長・教頭、学級主

任が対応者としてそれぞれ６割以上、通ぢて学校事務職

員が４割以上としています。そのほか、給食主任等の教

諭が15.8％、学校給食センター事務職員が17.2％、教育

委員会等の職員が8.7％、栄養教諭・学校栄養職員も3.6

％が対応者となっています。
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■文部科学省による指摘

この調査結果を受け、文部科学省は「学校給食費の

徴収状況に関する調査の結果について」という通知を平

成19年（2007年）１月24日付で発表しました。そのなか

で、学校給食費の未納問題への対応について、以下の

留意事項を挙げています。

１．保護者に学校給食の意義や役割を認識してもら

い、未納によって他者に負担が発生することを周知、理

解と協力を求める。

２．未納の保護者には、生活保護による教育扶助や就

学援助制度の活用を奨励。地方公共団体は、就学援助

制度の充実を。また、学校給食費相当額を学校長に直

接交付することなども有効な対応になる。

３．未納対応について、学級担任等に過度の負担とな

らないよう、学校全体での体制づくりをすること。

これらを挙げています。

この通知には、別紙として「学校給食費の未納問題へ

の対応についての留意事項」とし、上記３点について、解

説や具体的な対応事例などを紹介しています。

■報道に見る各地の対応

未納問題については、2006年頃から報道が増えていま

す。報道の例としては、

●山梨県笛吹市の１中学校で校長が給食申込書を配布

し、未納時の保証人や滞納に伴う停止を承諾するよう保

護者に求めた（06年）。

●仙台市では、未納者に納付誓約書をとりつけ、法的措

置も（06年）。

●千葉県浦安市では、未納対策の選任徴収員を雇用

（06年）。

●東京都府中市、市職員らが督促に家庭訪問（07年）。

●宇都宮市、法的措置を通知、実際に裁判所への督促

申し立ても（07年）。

などがあります。

学校給食の給食費問題（未納、督促、無料化など）

http://gakkyu-news.net/jp/010/013/post_206.html

文部科学省の調査以前に、読売新聞社が、独自に全

国調査を行い、実態把握や対応が自治体によってまちま

ちであり、把握も行われていないことを指摘していました。

今回の調査結果発表を受けて、新聞全国紙のうち、朝

日新聞を除く新聞各紙は2007年１月26日付の社説で未

納問題を取り上げています。

読売新聞は、『「払えるのに払わない」無責任さ』 と題

し、経済的理由以外での未払いに対して厳しく「保護者

の責任放棄」と断罪しています。

毎日新聞は、「第一、子供が見ている。このことを忘れ

てはならない。」として、ルールを守ることを訴え、学校給

食のあり方を考える機会として、まず、ルールを守った上

での議論を提起しました。

産経新聞は、「給食費未納 学校を軽んじてはなら

ぬ」と題し、「給食は小中学生に食の正しい知識と食習慣

を身につけるために実施されている。立派な教育活動の

ひとつだ。それなのに親が給食費を納めないのは、身勝

手、無責任、教育への無関心があると言わざるを得ない」

として、未納問題を懸念しています。

今後、市町村合併による学校給食システムの変更、食

育への対応と並び、この学校給食費未納問題も、注目さ

れることになります。

読売新聞社

社説 学校給食費 『払えるのに払わない』無責任さ

http://www.yomiuri.co.jp/editorial/news/20070125ig90.htm

毎日新聞社

社説 給食費滞納 「払えても払わない」は通らぬ

http://www.mainichi-msn.co.jp/eye/shasetsu/news/20070

126ddm005070154000c.html

産経新聞

社説 給食費未納 学校を軽んじてはならぬ

http://www.sankei.co.jp/ronsetsu/shucho/070126/shc070

126000.htm
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時事情報

新聞・ホームページ等からの情報・投稿

■山口県周南市、13000食規模のセンター建設

山口県周南市は、（仮称）周南市立中央学校給食セン

ター建設計画をすすめている。既存センターを統合する

方向で、食数が13000食と、きわめて大規模な給食センタ

ー構想である。

現在、周南市は、小中学校で完全給食を実施。センタ

ー方式、単独校方式、親子方式があり、2006年５月現

在、５つの給食センターがあり、最小が、２校１園の339

食、最大が、17校、5509食である。

中国新聞06年12月５日付けの記者手帳によると、当初

予定より１年計画を繰り上げ、2008年の稼働をめざしてい

るという。また、市議による勉強会や市民による事業凍結

等の動きもあるという。

市議会でも、さまざまな意見が出ているようである。な

お、2006年８月３日の「学校給食センター運営審議会」に

よると、「総建築費が約4 億円、その内建築費が約32億

円、用地取得費が７億２千万円」となっている。

山口県周南市

http://www.city.shunan.lg.jp/

■兵庫県養父市、学校給食施設を統合へ

兵庫県養父市（やぶし）は、現在ある４つの学校給食

施設を統合し、１つのセンターとして建設する方針をしめ

した。

これは、2006年８月31日に養父市学校教育振興推進

委員会が教育委員会に対して「養父市学校教育の振興」

についての答申を示した結果である。

統合のほか、ドライシステム導入、効率的な配送可能

場所の選定、2008年９月開所なども含んでいる。答申

は、2006年10月に教育長から市長に通達された。

兵庫県養父市の児童生徒数は、2006年５月現在、小学

校児童1598名、中学校829名である。

兵庫県養父市

http://www.city.yabu.hyogo.jp/

■熊本県水俣市、センターの移転新築計画

熊本県水俣市は、老朽化した学校給食センターの移

転新築計画を立て、候補地を選定している。現在のセン

ターと食数等は同じ。

水俣市は、2006年５月現在、小学校９校児童1787人、

中学校７校生徒986人である。現在の学校給食センター

は、小中学校に約2800食をつくっている。

熊本県水俣市

http://www.minamatacity.jp/

■山口県岩国市、中学校給食をセンターで実施

予定

山口県岩国市は、合併して新市になったが、旧岩国

市の中学校８校では、中学校給食を実施していなかっ

た。そこで、2010年開始予定で、学校給食センターの建

設を予定し散る。なお、旧岩国市では、調理の民間委託

やパート化を進めてきた。

山口県岩国市

http://www.city.iwakuni.yamaguchi.jp/

■群馬県前橋市、センターの調理民間委託方針

群馬県前橋市は、2006年８月より、「前橋市学校給食

共同調理場民間委託検討委員会」を設置し、４回に渡っ

て学校給食センターの調理等の民間委託について検討

し、12月にとりまとめ、１月11日付で、答申、報告書を発

表した。それによると、現在、前橋市では、７つの学校給

食センターと、３単独調理場があり、単独調理場は、2007

年９月よりセンターに統合されることが予定されている。

対象となっているのは、小中養護学校、幼稚園の72校

（園）で、28500食である。米飯、パンは委託加工で、セン

ターでは調理していない。

答申では、調理等の民間委託が望ましく、献立と食材

は直営で行うこととした上で、望ましい理由として、前提
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に、定年退職に伴う正規職員の減少を上げ、

・学校栄養職員に時間のゆとりができ、食育の充実を期

待

・センターごとの競争原理による相乗効果が期待

・将来の経費削減が期待

と、３つの期待を上げている。

なお、答申、および検討委員会議事録は、ホームペー

ジ上で掲載されている。

群馬県前橋市

http://www.city.maebashi.gunma.jp/

前橋市学校給食共同調理場民間委託検討委員会

http://www.city.maebashi.gunma.jp/os/4LS76/4LS76.html

■山形市、学校給食センターのＰＦＩによる運営

事業実施方針と要求水準書案を公開中

運営事業実施方針は、2006年12月22日策定。要求水

準書案も、同日付のものが公開されている。

老朽化した１日22000食を調理する給食センターをＰＦ

Ｉ方式により建設、運営する。提供食数は、22000食だが、

事業者からの提案としては、11000食の２施設、または、３

施設提案も受け入れるとしている。ＢＴＯ方式で、調理業

務も行う。山形市は、献立、食材、配膳等は行う。なお、

米飯、パン、牛乳は、山形県学校給食会の直接搬入事

業とされている。

要求水準書によると、アレルギー対応食の調理責任者

の配置を求めており、アレルギー対応は、卵、乳製品お

よび卵と乳製品の除去食である。また、ＨＡＣＣＰ対応、ド

ライシステムである。献立は、小学校２種、中学校１種×２

の１日６パターンとなる。

山形県山形市

http://www.city.yamagata.yamagata.jp/

学校給食センター整備運営事業実施方針及び要求水準書

（案）の公表（2007年１月16日ベース）

http://www.city.yamagata.yamagata.jp/view.php?g=710100

&s=710100004&n=1

■2006年冬、ノロウイルス（小型球形ウイルス

SRSV）流行

■北海道士幌町、牛乳再配給を中止
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食育関係

都道府県の食育推進計画状況 続１
東北、関東、北陸編（2007年１月現在）

本紙では、食育推進基本計画が策定されて以降、都

道府県の食育推進計画動向を調査してきました。2006

年10月号では、１道８県（北海道、岩手県、茨城県、群馬

県、広島県、佐賀県、熊本県、大分県、鹿児島県）の食

育推進計画およびそれに準ずる計画を紹介しています

が、その後の動向についてまとめましたので、順次報告

します。

2007年３月10日の学校給食全国集会に向けて、全国

の情報を整理していますが、平成18年度中（2007年３月

末まで）に計画を策定する自治体もあり、経過も含めて

紹介します。今回は、東北、関東、北陸地域の各都県で

す。（いずれも2007年１月現在）

【青森県】

名称：青森県食育推進計画（仮称）

計画策定：平成18年度中（予定）

計画期間：平成22年度（予定）

所轄：農林水産部食の安全・安心推進課

関係条例：なし

平成18年度中に青森県食育推進計画を策定する方

向です。青森県食育推進会議が平成18年６月１日に発

足し、第三回の会議を経て、９月末より10月にかけて、

「青森県食育推進計画（案）」のパブリックコメントが募集

されました。予定では、第４回が10月中に開かれることに

なっていましたが開かれていません。10月に開催された、

第56回青森県農政審議会でも、検討されています。しか

し、最終案等の情報は公開されていません。

担当部局は、農林水産部食の安全・安心推進課です。

「いただきます！あおもり食育県民大会」が2006年11月

19日にホテル青森の孔雀の間で開かれています。これ

は、推進計画案に盛り込まれた県民運動の名称で、先取

りした形です。

「青森県食育推進計画（案）」によると、計画は、平成18年

度から22年度の５年間。

「いただきます！あおもり食育県民運動」を行うとしていま

す。また、「食育行動プラン」を青森県食育推進会議が策

定し、そのなかで、数値目標も盛り込む予定。

項目の例としては、

食育推進ボランティアの数

食育フォーラムの開催数

農作業体験の取組みがなされる市町村の割合

食育に関する体験交流、情報発信などの取り組みを

行っている農協・漁協

学校給食における地場産物の使用割合

栄養教諭の配置数

メタボリックシンドロームを認知している県民の割合

肥満者の割合(成人の肥満者の割合）

朝食を毎日きちんと食べる子ども（小学生）の割合

むし歯のない３歳児の割合

野菜の摂取量(成人）

果物の摂取量(成人）

が上がっています。

また、具体的な食育推進の対策として、学校給食・学

校関係では、健康づくりのための食育推進マニュアル等

の作成、小・中学校、高校をモデルにした健康教育の実

践、保育士、教師を対象とした食育推進研修、学校栄養

職員向けの栄養教諭講習などを挙げています。

なお、青森県は、「あおもり『いのち育む』食の県民運

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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動推進行動計画」を平成14年３月に策定しています（平

成17年度まで）。

青森県教育委員会は、2003年に「青森の食」指導資

料（くらしといのちをささえる）、2004年に「青森の食」資料

集（くらしといのちをささえる）を作成し、地場産食材を学

校給食に取り入れたり、食教育、食育に利用するための

教材を用意しています。 2004年の資料集には、学校給

食の献立や衛生管理基準なども掲載していました。

青森県

http://www.pref.aomori.jp/

食の安全・安心ホームページ 青森県農林水産部 食の

安全・安心推進課

http://www.pref.aomori.jp/shokuanzen/index.html

あおもり「いのち育む」食の県民運動

http://www.pref.aomori.jp/shokuanzen/inochi/index.html

青森県教育委員会

http://www.pref.aomori.lg.jp/education/

教育委員会 冊子・要覧等（「青森の食」指導資料・資料集

がダウンロードできる）

http://www.pref.aomori.jp/education/siryou/main02.html

【宮城県】

名称：宮城県食育推進プラン（宮城県食育推進計画）

計画策定：平成18年11月

計画期間：平成22年度

所轄：保健福祉部健康対策課食育推進班

関係条例：食育推進会議条例

宮城県は、平成18年11月に、「宮城県食育推進プラン

（宮城県食育推進計画）」を発表。

宮城県食育推進会議が平成18年４月に設置され、平

成18年11月の４回目で宮城県食育推進計画最終案が示

されました。所轄は、「みやぎ21健康プラン」と同じ健康対

策課。

宮城県食育推進計画を、「みやぎ21健康プラン」「新み

やぎ子どもの幸福計画」「みやぎ食と農の県民条例基本

計画」「食の安全安心の確保に関する基本的な計画」そ

の他の関連計画と連携すると位置づけています。

■数値目標として（一部）

朝食を欠食する県民の割合の減少

20から30歳代男性 27.7％（H12）→23％以下

小学５年生 ２％以下

肥満者の割合の減少

30歳代以上（男性） 28.8％（H12）→25％以下

40歳代以上（女性） 28.5％（H12）→25％以下

完全給食実施校のうち、米飯給食を週３回以上実施

する小中学校等の割合 73.0％（H16）→100％

学校給食の地場産野菜等の利用品目数の割合

23.8％（H16）→ 33％

農業体験学習に取り組む小・中学校の割合

68％（H17）→ 73％

■重点施策として（一部）

「はやね・はやおき・あさごはん」推奨運動

給食を通した食育の推進

学校給食における県産食材の利用推進

体験学習を通した食育の推進

学校給食における郷土料理の紹介

学校における人材育成及び食育の推進

学校における食育を推進するため、教職員の意識の

高揚を図るとともに、栄養教諭、学校栄養職員を活用し

た食育への取組 などを挙げています。

■世代別取り組み

生涯食育をかかげ、世代別に目標と、各主体の取り組

みをまとめています。

小中学校における学校での取り組みについては、

学童期（おおむね６～１２歳） 学校での取組

●「食に関する指導に係る全体計画｣を作成し、学校全

体で食育を推進する

●「はやね・はやおき・あさごはん」推奨運動に取り組む

●栄養教諭や学校栄養職員を中心に、学校給食を活用

した様々な食育を展開する

●各教科や総合的な学習の時間、特別活動等あらゆる

機会を捉え、学級担任と栄養教諭等が連携し、食に関す

る指導を実施する

●給食だより等を通じ、食に関する情報を家庭へ発信す

る

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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●学童農園等における農作業・生産体験等の機会をつ

くる

●地域の生産者との交流を図る

●学校給食に地域の食材を活用し、地域の食材や郷土

料理に触れる機会をつくる

思春期（おおむね１３～１８歳） 学校での取組（中学校）

●「食に関する指導に係る全体計画｣を作成し、学校全

体で食育を推進する

●「はやね・はやおき・あさごはん」推奨運動に取り組む

●過度のそう身や肥満が健康に及ぼす影響や食事と身

体の関係等、健全な食生活を送るために必要な知識を

習得し、実践できる能力を育てる

●栄養教諭や学校栄養職員を中心に、学校給食を生き

た教材として活用し食育を推進する

●学校給食へ地域の食材を活用し、地域の食材や郷土

料理の理解を深める

また、農業者などに、学校給食や学校での食育への

協力が掲げられています。

なお、関連施策と担当は以下の通り。

環境生活部食と暮らしの安全推進課

「みやぎ食の安全安心基本計画」

産業経済部農業振興課企画指導班

「みやぎ食と農の県民条例基本計画」

保健福祉部子ども家庭課企画推進班

「新みやぎ子どもの幸福計画

（宮城県次世代育成支援行動計画）」

保健福祉部健康対策課健康推進班

「みやぎ21健康プラン」

保健福祉部健康対策課食育推進班

「宮城県食育推進プラン」

宮城県

http://www.pref.miyagi.jp/

保健福祉部健康対策課食育推進班

http://www.pref.miyagi.jp/kentai/syokuiku/syokuikusuishin

han2.htm

宮城県食育推進プラン

http://www.pref.miyagi.jp/kentai/syokuiku/miyagisuishinkei

kaku.htm

みやぎ食と農の県民条例基本計画（農業振興課）

http://www.pref.miyagi.jp/nosin/kihonkeikaku/

食と暮らしの安全推進課（みやぎ食の安全安心基本計画）

http://www.pref.miyagi.jp/shoku-k/index.htm

【秋田県】

名称：「食の国あきた」推進運動アクションプログラム（秋

田県食育推進計画）

計画策定：平成18年12月

計画期間：平成22年度

所轄：農林水産部流通経済課食の国あきた推進チーム

関係条例：なし

平成17年11月に策定した「『食の国あきた』推進運動

アクションプログラム」を見直して食育推進計画として位

置づけたもの。平成18年12月発表。計画は平成22年ま

での５カ年。担当は、農林水産部流通経済課食の国あき

た推進チーム。

なお、「秋田県食品の安全・安心に関する基本計画」

は、平成16年10月に立てられ、担当は、食品安全推進

会議 事務局（生活環境文化部生活衛生課食品安全推

進班）となっています。

秋田県食育推進計画の中に、学校給食の充実や給食

を通じた食育が上げられています。栄養教諭の推進につ

いての具体的な項目はありません。地産地消や郷土食

などが書かれています。

■目標数値（年度ごとに設定・一部）

１日１回はみんなで食事をする割合（子育て世代）

57.5％（H17）→ 65％（H22 以下同）

朝食の摂取率（毎日食べる・小学５年、６年）

89.4～90.2％（H17・学年性別）→98％

地場農産物の学校給食利用率（野菜15品目県産の重

量）26.9％（H17）→35％

農業体験学習の実施率（保幼小）

90.2％（H17）→100％

■学校、保育所等の取組

栄養教諭・学校栄養職員を中核とした取組

給食を活用した食育の推進

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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●給食の充実

給食にふるさとの味を取り入れます。

楽しい食形態での給食、食品の選択能力育成などを

目的に、バイキング給食やセレクト給食などを導入しま

す。

給食に地域でとれた旬の地場産食材の活用を図りま

す。

●給食を通した食育

給食を活用しながら栄養や食生活に関する保護者や

児童生徒などを対象にした講習会を行います。

ＰＴＡや学校行事などで、保護者や生産者を対象にし

た給食試食会を行います。

給食だよりなどで、学校給食や食に関する指導の内容

などを家庭に伝えます。

秋田県

http://www.pref.akita.lg.jp/

「食の国あきた」推進運動アクションプログラム

http://www2.e-komachi.jp/chisan/suisin.html

【山形県】

名称：夢未来やまがた食育計画

計画策定：平成18年12月

計画期間：平成22年度

所轄：農林水産部農政企画課食育推進担当

関係条例：なし

山形県は、平成18年12月に、「夢未来やまがた食育計

画」を発表。食育基本法に基づくもので、「第５次山形県

教育振興計画」「健康文化やまがた２１計画」「やまがた

食の安全・安心アクションプラン」「山形県農林水産業振

興計画」などと連携するものとして位置づけられていま

す。所轄は農林水産部農政企画課食育推進担当。同課

は、「山形県農林水産業振興計画」も担っています。計

画は、平成22年度まで。

「夢未来やまがた食育計画」は、冒頭に「現世のうまき品

々あまたあれど味噌汁大根吾は忘れず」という斎藤茂吉

氏の短歌と星寛治氏の『「耕す教育」の時代』からの一節

を紹介し、計画策定の趣旨と掲げています。

「『食』がさかえ、『食』が働く夢未来やまがた」が基本目

標。

食育の対象者を乳幼児からおとなまでとし、学校等、

家庭等、地域・職場等の３つのフィールドで食育を行うと

し、担い手として、「家族、管理栄養士・栄養士、医師・看

護師、歯科医師・歯科衛生士、保健師、保育士、教諭

（校長）、栄養教諭、学校栄養士、養護教諭、ＰＴＡ、調理

師、食生活改善員、農林水産業者・農林水産業関係団

体、企業・事業者（飲食業・食品産業）、家族の職場等

々」とつらねている。調理師が明記されている。

■教育機関の役割

栄養教諭については、「平成18年度県県教育委員会

事務局に１名配置したが、平成19年度以降学校現場に

順次配置」としています。ただし、栄養教諭が複数の学校

の食育をコーディネートする体制を将来構築するともして

います。

特に配慮することとして、小学校では「感謝の心、簡単

な調理法、伝統料理、もったいないという心等を学ぶ」、

中学校では「学習やスポーツ等で自らが力を発揮するた

めの食生活に必要な習慣等を身につける」となっていま

す。

■食育の施策

目的別、対象者別、フィールド別に具体的な獲得目標

を掲げています。

小中学生でみてみると、

例えば家庭では「学校給食に関心をもち、家庭の食事

を考える。弁当持参の場合には、栄養等に配慮する」、

「特にスポーツ少年団や運動部の児童生徒に対しては、

活動状況に配慮した食事に努める」

学校等では、栄養教諭や学校栄養士を中心に、食に

関する指導を充実、「栄養教諭は、学校給食の管理と食

に関する指導を一体のものとして担い、学級担任や養護

教諭、家庭科などの教科担任等と緊密に連携（後略）」

し、学校給食には地場産の食材を積極的に取り入れるな

どを挙げています。

■数値目標（一部）

子どもの朝食欠食率 3.1％（H17・小１）、6.5％（H17・

小５）、13.0％（H17・中２）→半減

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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学校給食における地場産物活用割合

25.5％（H16）→30％以上

山形県

http://www.pref.yamagata.jp/

夢未来やまがた食育計画

http://www.pref.yamagata.jp/convenience/food/6140001p

ublicdocument200612287148547981.html

食育（学校給食の現況・学校給食における地消地産につい

て・山形県教育庁スポーツ保健課学校保健・食育担当）

http://www.pref.yamagata.jp/education/education/670002

1publicdocument200603103149452028.html

第５次山形県教育振興計画（平成16年３月 教育庁総務

課企画調整班）

http://www.pref.yamagata.jp/education/education/670000

1publicdocument200603022758184174.html

健康文化やまがた２１（平成13年度～ 保健薬務課健康や

まがた推進室）

http://www.pref.yamagata.jp/health/health/6090005kenko

ubunka.html

食の安全・安心アクションプラン（平成18年３月 食品安全

対策課企画・食品衛生担当）

http://www.pref.yamagata.jp/ou/somu/020071/01/01-03-

h18.html

山形県農林水産業振興計画（平成18年３月 農政企画課

企画担当）

http://www.pref.yamagata.jp/business/farm/6140001public

document200609116467824377.html

【福島県】

名称：福島県食育推進計画（仮称）

計画策定：策定中

所轄：保健福祉部健康衛生領域健康増進グループ

関係条例：なし

福島県は、「福島県食育推進計画（仮称）」の素案を平

成18年12月１日から平成19年１月９日までパブリックコメ

ント用に公開しました（2007年１月26日現在非公開）。

年度内には公表される見込み。所轄は、保健福祉部健

康衛生領域健康増進グループで、「健康ふくしま２１計

画」（平成13年６月）と同じ部局です。

「福島県食育推進計画（仮称）」の素案では、栄養教諭に

ついての明記はない模様。

学校では、食育推進担当者（仮称）を位置づけ、「学校に

おける食育の指導計画を策定」するとしています。学校

給食については、地場産物の活用や「生きた教材」として

の給食の質を高める、教職員の理解、学校栄養職員の

資質向上などをうたっています。

計画が策定、公表された後に改めて整理します。

福島県

http://www.pref.fukushima.jp/

健康衛生領域（健康増進グループ、医療看護グループ）

http://www.pref.fukushima.jp/imu/top.htm

【茨城県】

名称：茨城県食育推進計画（仮称）

計画策定：策定中

所轄：保健福祉部保健予防課

関係条例：なし

茨城県は、平成18年度中に、茨城県食育推進計画を

策定する見込み。平成18年12月15日に、第２回目の茨

城県食育推進計画策定委員会が開かれています。担当

は、保健福祉部保健予防課で、「健康いばらき21プラン」

と同じ部局。

なお、茨城県には、平成15年２月策定の「茨城県食育

推進行動指針」があり、こちらは、同じ保健福祉部の子ど

も家庭課が所轄で、茨城県食育支援ネットワーク会議が

策定したものです。内閣府食育担当のまとめでは食育推

進計画と同等と位置づけられていましたが、新たに作成

される予定です。

計画が策定、公表された後に改めて整理します。

茨城県

http://www.pref.ibaraki.jp/index.html

保健福祉部保健予防課

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/hoken/yobo/yobo.htm

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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【栃木県】

名称：とちぎの食育元気プラン（栃木県食育推進計画）

計画策定：平成18年12月

計画期間：平成22年度

所轄：栃木県農務部農政課食育・地産地消担当

関係条例：なし

栃木県は、平成18年12月26日に、「栃木県食育推進

計画」を発表しました。平成18年11月９日から12月８日に

パブリックコメントを求めてのちに確定、発表したもので

す。所轄は、栃木県農務部農政課食育・地産地消担当。

内容は、地産地消や「とちぎ健康２１プラン」などの連携

が色濃く出ています。「とちぎ健康２１プラン」は保健福祉

部健康増進課の担当。

■数値目標（一部）

「食に関する指導」の年間指導計画を作成した学校の割

合(小・中) 40.8％（H17）→100％

「食育だより」を発行している学校のある市町村の割合

100％

学校給食における地域農産物の活用状況

（食材数ベース）30％

毎日朝食を食べる児童生徒の割合(小・中・高)

82.8％（H17）→86.8％

30歳代男性の朝食欠食率 33.8％（H15）→15％以下

野菜の摂取量（成人/日） 335.0ｇ（H15）→350ｇ以上

牛乳・乳製品摂取量（成人/日）

90.8ｇ（H15）→130ｇ以上

児童の肥満の割合 3.6％（H15）→2.7％以下

20～60歳代男性の肥満者の割合

29.5％（H15）→15％以下

40～60歳女性の肥満者の割合

32.1％（H15）→20％以下

■学校関係の施策

学校関係については、

各学校における「食に関する指導」の年間計画の作成

栄養教諭の配置の促進

「学校給食を生きた教材として活用できるよう献立等の充

実を図るとともに、地場産物の活用を促進」

栄養教諭と養護教諭、学校医等との連携を促進

学校給食に地産地消ウィークの設定等で地域農産物

の利用拡大促進

地域農産物が学校給食等に安定的に供給され、利用

できる体制整備

■学校（小、中、高）での取り組み

○「毎日朝食を食べようキャンペーン」の実施

○農業体験や生産者との交流

○食物アレルギーや肥満傾向など個に応じた指導の充

実

○健康状態の改善など指導プログラムの研究・実践

○食の安全や栄養に関する情報の提供

○学校給食の充実や地場農産物の活用

○郷土料理、伝統料理の活用

○友達との楽しい会食や正しいマナーの醸成

栃木県

http://www.pref.tochigi.jp/index.html

農務部農政課

http://www.pref.tochigi.jp/nousei/index0.html

とちぎ地産地消推進方針（第Ⅱ期)

http://www.pref.tochigi.jp/nousei/keikaku/tisan/index.html

栃木県食育推進計画（案）のパブリック・コメントの実施につ

いて（決定計画も掲載）

http://www.pref.tochigi.jp/nousei/keikaku/plan/publicsyok

u.html

保健福祉部健康増進課

http://www.pref.tochigi.jp/fukushi/index0.html

とちぎ健康２１プラン

http://www.pref.tochigi.jp/fukushi/keikaku/21plan/index.ht

ml

【埼玉県】

名称：埼玉県食育推進計画（仮称）

計画策定：平成19年度中

所轄：保健医療部健康づくり支援課

関係条例：なし

平成18年11月に開催された第14回食の安全県民会

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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議で「埼玉県食育推進計画（仮称）」について審議されま

した。

その資料によれば、平成18年度中に、埼玉県食育推

進計画（仮称）の骨子「埼玉県における食育推進の視点」

を作成し、平成19年度に入ってから、埼玉県食育推進検

討会議（仮称）を設置するとしています。この検討会議に

おいて、食育推進計画の検討等を行う予定です。同検

討会議の構成は、委員長に食育に関する学識経験者、

メンバーに学識経験者、食品安全、食品工業、生産者が

なるとされています。

所轄は、保健医療部健康づくり支援課です。

埼玉県

http://www.pref.saitama.lg.jp/

第１４回食の安全県民会議

http://www.pref.saitama.lg.jp/A04/B400/kenminkaigi/ka

igi14.html

保健医療部健康づくり支援課

http://www.pref.saitama.lg.jp/A04/BT00/core.html

【千葉県】

名称：千葉県食育推進計画（予定）

計画策定：策定中

所轄：農林水産部安全農業推進課企画調整室

関係条例：なし

千葉県は、千葉県食育推進県民協議会を、平成18年

９月１日に設置しました。その後、９月から10月にかけて、

「千葉県食育推進計画の策定に向けて」タウンミーティン

グを５回行うとともに、計画策定に向けたアイデアや意見

の募集を行っています。

平成18年12月26日に、千葉県食育推進計画策定支

援作業部会が開催されました。

これらを通じて、千葉県食育推進計画を策定する見込

み。

なお、千葉県では、平成16年度より、「ちば『食へのこ

だわり』県民づくりプロジェクト」を実施し、「ちばの食育」

サイトを開設しています。このプロジェクトは、千葉県の教

育庁、農林水産部、健康福祉部の共同で、このプロジェ

クトの所轄も農林水産部安全農業推進課企画調整室で

す。

内容としては、学校関係では、朝食推進キャンペー

ン、密度調査からはじめる健康教育の推進、｢いきいきち

ばっ子ノート｣の作成、千産千消学校給食コンクール｣の

開催、｢食農スクール｣の実施を挙げています。

千葉県

http://www.pref.chiba.jp/index.html

ちばの食育

http://www.pref.chiba.lg.jp/syokuiku/

農林水産部安全農業推進課

http://www.pref.chiba.lg.jp/nourinsui/03anzen/

千葉県食育推進県民協議会・千葉県食育推進計画策定支

援作業部会

http://www.pref.chiba.lg.jp/nourinsui/03anzen/syokuiku/ky

ougikai/kyougikai.html

【東京都】

名称：東京都食育推進計画

計画策定：平成18年９月

計画期間：平成22年度

所轄：産業労働局農林水産部食料安全室

関係条例：なし

東京都は、平成18年９月、東京都食育推進計画を策

定、公表しました。表紙には、「健康的な心身と豊かな人

間性を育むために」とあります。計画の所轄は、産業労働

局農林水産部食料安全室。期間は、平成22年度。

計画は、以下の計画等と連携していると位置づけられ

ています。

「東京都健康推進プラン２１」（福祉保健局）

「次世代育成支援東京都行動計画」（福祉保健局）

「東京都食品安全推進計画」（福祉保健局）

「都立学校における健康づくり推進計画」（教育庁）

「公立学校における食育に関する検討委員会報告書」

（教育庁）

「心の東京革命行動プラン」（青少年・治安対策本部）

「東京都農業振興プラン」（産業労働局）

「東京都水産業振興プラン」（産業労働局）

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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■数値目標（一部）

●毎日、きちんとした朝食をとる

「食べないことが多い」または「まったく、ほとんど食べ

ない」 小５・4.9％、中２・10.4％（H17）→０％に近づける

朝食欠食率 20～39歳男性 30.5％、20歳代女性

27.5％（H16）→15％以下

●家族と一緒に食事をとる

ふだん家では一人で食べることが多い

小４・4.1％、中１・6.8％（H14）→０％に近づける

●農家の畑や水田または校庭内で生産体験学習の場を

設けている都内公立小学校 52％→65％以上

■学校、学校給食関係

学校においては、「食育推進チームの編成や食育リー

ダーの選任及び養成研修等、食育推進のための校内指

導体制を整備」するとしています。また、教員、学校栄養

職員の協力による授業（ティームティーチング）なども推

進するとし、「食に関する指導の全体計画」の策定を進

め、総合的な学習の時間などを活用して、家庭と学校の

連携をはかるとしています。

学校給食の食材については、区部のように農地が少

ない地域に対しては、都内産食材導入推進、農地がある

地域では地場産食材導入を行い、また、伊豆諸島産や

伝統食品の活用、生産者等との交流や体験活動をすす

めるとのことです。

なお、東京都は、栄養教諭の配置を明言しておらず、

本「東京都食育推進計画」でも、学校栄養職員について

の記述しかありませｎ。

東京都

http://www.metro.tokyo.jp/index.htm

食育総合Ｗｅｂ

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/norin/syoku/syoku

iku/syokuiku.html

東京都食育推進計画

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/norin/sogoannai/pl

an/syokuiku_keikaku/syokuiku.htm

【神奈川県】

名称：神奈川県食育推進計画（仮称）

計画策定：策定前

所轄：環境農政部環境農政総務課企画調整班

関係条例：なし

神奈川県は、平成18年８月に「かながわ食育推進会

議」を設置しました。これは、副知事を座長に、県の関係

部局で構成したものです。このかながわ食育推進会議を

ふまえ、「かながわ食育推進県民会議（仮称）」を平成19

年４月より設置する。この会議において、「神奈川県食育

推進計画（仮称）」の策定を行う予定。

所轄は環境農政部環境農政総務課です。

2007年１月26日現在、委員の公募中（締め切り07年２

月23日）。

神奈川県

http://www.pref.kanagawa.jp/index.htm

かながわの食育

http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kankyonoseisomu/sy

okuiku/index.html

【新潟県】

名称：新潟県食育推進計画（仮称）

計画策定：平成18年度中

所轄：福祉保健部健康対策課健康増進・歯科保健係

関係条例：なし

新潟県は、「新潟県食育推進計画（仮称）」を平成18年

度中に策定する予定。所轄は、福祉保健部健康対策課

健康増進・歯科保健係。計画策定に向けて、平成19年１

月中に３カ所で食育に関する県民意見交換会を開催。ま

た、１月15日から２月９日にかけて、電子会議室を開設

し、意見交換を可能にしています。

計画策定、発表後、詳細をまとめます。

新潟県

http://www.pref.niigata.jp/

食育推進計画電子会議室資料ページ

http://www2.pref.niigata.jp/niigata/webkeiji.nsf/7193862acf

1154cd49256fc60006bba9/49256fd5005b6a2a49257263007

dabfd?OpenDocument&Highlight=0,_i2284g448ss89110gi1kh

133m224uc_

電子会議室 知って！語ろう！今なぜ『食育』？

https://secure2.pref.niigata.jp/pps1/pub-pfbbs-search.ph

p?PF_CODE=5&LANG=JP

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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【富山県】

名称：富山県食育推進計画

計画策定：平成18年８月

計画期間：平成22年度

所轄：農林水産部農林水産企画課企画班

関係条例：富山県食育推進会議条例

富山県では、平成18年８月に「富山県食育推進計画」

が策定、発表しました。平成17年９月に「富山県食育推

進会議条例」ができ、10月に「富山県食育推進会議」が

設置され、平成18年６月から７月にかけて、「富山県食育

推進計画骨子」へのパブリックコメントが募集され、その

上で計画が決定されたものです。

所轄は、農林水産部農林水産企画課企画班で、計画

は平成22年度まで。

学校や学校給食に関しては、栄養教諭等の配置や地

場産食材の拡大、広報等による地域との連携などにとど

まっています。

■数値目標（一部）

朝食を欠食する子どもの割合

1.8％（小５）、5.4％（中２）→０％

学校給食における地場産食材の割合

24.8％→30％以上

肥満者の割合

20～60歳代男性 26.8％→25％以下

40～60歳代女性 25.7％→20％以下

■学校、学校給食に関して

・栄養教諭等の食育指導教職員の設置など

・学校給食での地場産食材の活用拡大、地域の活性化

・教科、特別活動、総合的な学習の時間等で、食や農林

水産業の体験の学習

・学校給食等による、食事のマナーや、食品や栄養に関

する知識の取得

・給食だよりや試食会による家庭、地域との連携

富山県

http://www.pref.toyama.jp/

とやま食育ひろば 富山県食育推進会議ホームページ

http://www.pref.toyama.jp/sections/1600/syokuiku/

【石川県】

名称：いしかわ食育推進計画（仮称）

計画策定：策定中

計画期間：

所轄：健康福祉部厚生政策課企画調整室

関係条例：なし

石川県は、食育推進計画を平成18年度中に策定する

ため「いしかわ食育推進計画（仮称）検討会議」を平成18

年９月に開催し、年内に３回の会議を開き、素案の検討

を行っています。また、今後、２月に計画案を策定し、パ

ブリックコメントを行い、３月下旬の会議で推進計画をとり

まとめ、年度中に発表する方針です。

所轄は、健康福祉部厚生政策課企画調整室。

素案では、学校、学校給食関係について、栄養教諭

の配置促進や指導の手引きの作成・配布、学校における

全体計画や体験の充実、学校給食の献立の充実、地場

産物活用促進などを挙げています。とくに、学校給食で

の伝統的な食文化を継承した献立など地域文化を生か

した点を強調しています。

計画が確定したら改めて整理します。

石川県

http://www.pref.ishikawa.jp/

いしかわ食育推進計画（仮称）検討会議について

http://www.pref.ishikawa.jp/kousei/syoku/index.html

【福井県】

名称：未確認

計画策定：未定

所轄：農林水産部販売開拓課地産地消・食育推進グル

ープ

関係条例：なし

福井県は、食育担当を農林水産部販売開拓課地産地

消・食育推進グループが行っています。

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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平成17年11月に「健康長寿ふくいの食育活動マニュア

ル」を健康福祉部健康増進課健康づくりグループととも

に策定、公表している。このマニュアルでは、食育基本法

について解説し、「食育」の語が福井県出身の石塚左玄

にあることをして、食育に推進することをうたっています。

このマニュアルには、料理の考え方や食材、教育とし

ての食育の位置づけと具体的な実践例、計画づくりから

実行、評価の方法について具体的に盛り込んでいます。

学校での食育や体験活動についてもマニュアルが用意

されています。

なお、食育基本法に位置づけられる「食育推進計画」

についての情報はありませんでした。

「第２回食育推進全国大会」は福井県で平成19年６月に

開催されます。

福井県

http://www.pref.fukui.jp/

食育・地産地消

http://www.pref.fukui.jp/doc/0114.html

福井県農林水産部販売開拓課

http://info.pref.fukui.jp/hanbai/

健康長寿ふくいの食育活動マニュアル（平成17年11月）

http://info.pref.fukui.jp/kenkou/syokuikukatudou.html

福井型食生活行動プラン（平成14年３月）

http://info.pref.fukui.jp/hanbai/syokuseikatu/prannaiyou.ht
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ホームページ http://gakkyu-news.net/jp/
E-mail desk@gakkyu-news.net

学校給食全国集会実行委員会構成団体
●全日本自治団体労働組合・現業局
東京都千代田区六番町１（電話03-3263-0276）
●日本教職員組合・生活局
東京都千代田区一ツ橋2-6-2（電話03-3265-2175）
●日本消費者連盟
東京都目新宿区早稲田町75-２F（電話03-5155-4765）
●全国学校給食を考える会 左記住所、電話番号

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です
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学校給食ニュース情報シート
地域で取り組まれている課題や実践例をぜひ発信してください。学校給食ニュースへの感想やご意見もお願いします。

ここに記入していただくか、文書・写真などは実物を送ってください。

送り先 〒106-0032 東京都港区六本木6-8-15 第２五月ビル２階 全国学校給食を考える会

ＴＥＬ03-3402-8902 ＦＡＸ03-3402-5590 E-mail desk@gakkyu-news.net

記入者名 団体名

ご連絡先（電話・FAX・e-mail）

ご住所（または、都道府県・市町村名）

私は、 栄養士 調理員 保護者 その他（ ）です。

ニュースに掲載する場合、名前は 掲載可 掲載不可（匿名） です。

学校給食ニュース 89号 2007.2 全国集会は3月10日 日本青年館です


